
－1－ 

 

統計トピックス原稿（2014年12月号） 

 

東日本大震災後の宮城県の住宅数の動向 

 

１．概 況

  総務省「平成25年住宅・土地統計調査（速報

集計）」における2013年10月1日現在の宮城県

の住宅総数は103万4,800戸となっており、前回

調査の2008年に比べ2万900戸・2.1％増加した。 

また、1963年以降の推移をみると、住宅総数

は一貫して増加しており、この50年間で約3倍の

水準に達している。もっとも、2008年から2013

年にかけては、東日本大震災（以下、「震災」

という。）に伴う甚大な住家被害（全壊：約8万

3千棟、半壊：約15万5千棟）などを背景として、

住宅総数の増加ペースは大幅に鈍化している。 

  一方、総世帯数の推移と比べると、1963年で

は総世帯数が住宅総数を上回っていたが、1968

年にほぼ同数となり、それ以降は住宅総数が総

世帯数を上回る状が続いている。この結果、

2008年には住宅総数が総世帯数（約87万世帯）

を14万戸余り上回り、一世帯当たり住宅数は

1.16戸となった。ただし、2013年については、

震災に伴う住宅の毀損などにより、一世帯当た 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 り住宅数は1.10戸に低下している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表1　宮城県の住宅数・世帯数の推移

　

資料：総務省「住宅・土地統計調査」(以下の図表も同じ。)
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図表2　宮城県の住宅数の増減状況 （戸、％）

2003年 2008年 2013年 増　減　数 増　減　率

① ② ③ ②－① ③－② ②÷① ③÷②

住 宅 総 数 942,300 1,013,900 1,034,800 71,600 20,900 7.6 2.1

居 住 世 帯 あ り 831,300 869,700 932,300 38,400 62,600 4.6 7.2

持 ち 家 504,000 529,000 541,700 25,000 12,700 5.0 2.4

借 家 309,900 328,000 375,200 18,100 47,200 5.8 14.4

居 住 世 帯 な し 111,000 144,200 102,500 33,200 ▲41,700 29.9 ▲28.9

空 き 家 106,300 138,400 97,000 32,100 ▲41,400 30.2 ▲29.9

二 次 的 住 宅 3,000 4,900 3,200 1,900 ▲1,700 63.3 ▲34.7

賃 貸 用 住 宅 71,500 89,100 48,900 17,600 ▲40,200 24.6 ▲45.1

売 却 用 住 宅 5,800 4,900 1,900 ▲900 ▲3,000 ▲15.5 ▲61.2

そ の 他 26,100 39,500 43,100 13,400 3,600 51.3 9.1

一時現在者のみ 3,600 4,700 3,700 1,100 ▲1,000 30.6 ▲21.3

建 築 中 1,200 1,100 1,700 ▲100 600 ▲8.3 54.5

注1)数値は10位を四捨五入して100位までを有効としているため、総数と内訳の合計が一致しないものもある。以下の表も同じ。

　2)「居住世帯あり」の総数には、住宅の所有関係が不詳のものも含むため、内訳の合計とは一致しない。

  3)「二次的住宅」とは、別荘および残業で遅くなった時に寝泊まりするなど、たまに寝泊まりする人がいる住宅。

　　「その他」とは、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅など。

　　「一時現在者のみ」の住宅とは、昼間だけ使用している、何人かが交代で寝泊まりしているなど、そこに普段居住している

　　者がいない住宅。
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２．震災前後の住宅数の動向 

  図表2において、2013年の県内の住宅総数を居住

世帯の有無別にみると、居住世帯のある住宅が、

2008年比6万2,600戸・7.2％増の93万2,300戸、空

き家などの居住世帯のない住宅が、同4万1,700

戸・28.9％減の10万2,500戸となっている。 

居住世帯のある住宅の内訳をみると、「持ち家」

が同1万2,700戸・2.4％増の54万1,700戸、「借家」

が同4万7,200戸・14.4％増の37万5,200戸となっ

ており、借家が大幅な伸びを示している。これは

被災者用の仮設住宅（本統計上、仮設住宅は「公

営の借家」に分類される。）が建設されたことや、

いわゆるみなし仮設住宅とされた民営借家等への

被災者の入居が進んだことなどが主因となってい

る。ちなみに、図表3において、2009年以降の居

住世帯のある住宅の建築年別・建て方別住宅数を

みると、発災年の2011年に「長屋建」の住宅が急

増しているが、この大半が仮設住宅と考えられる。 

  一方、居住世帯のない住宅の内訳をみると、

「空き家」が同4万1,400戸・29.9％減の9万7,000

戸、昼間だけの使用など普段居住している者がい

ない「一時現在者のみ」の住宅が同1,000戸・

21.3％減の3,700戸、「建築中」の住宅が同600

戸・54.5％増の1,700戸となっている。 

このように居住世帯のない住宅については、上

述した居住世帯のある住宅が増加した裏返しの動

きとなっており、被災者の住宅需要の高まりを背 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

景として、「賃貸用住宅」を中心とした「空き家」

および「一時現在者のみ」の住宅が大幅に減少した

一方、住宅再建の動きに伴い「建築中」の住宅が増

加している。なお、この結果、これまで一貫して上

昇してきた県内の空き家率（空き家数÷住宅総数）

は、9.4％となり1998年（9.2％）頃の水準まで低下

した。ちなみに、2013年の県内の空き家率は、47都

道府県中、最も低い値となっている。（2008年の空

き家率（13.7％）は低い方から数えて19番目。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．震災に伴う転居と居住状況 

  震災に伴う住家被害や避難地域への指定等によ

り転居した世帯および仕事や就学の関係等で転居

した世帯で、現在（2013年10月1日時点）宮城県

内に居住している世帯は7万1,300世帯となってお

り、その居住形態は持ち家が1万8,800世帯（構成

比26％）、持ち家以外が5万2,500世帯（同74％）

となっている。 

  これを従前の居住地別にみると、自市町村内で

の転居が4万5,900世帯（従前の居住地が「不詳」

を除いた6万4,500世帯に対する構成比71％）、県

内他市町村からの転居が1万2,300世帯（同19％）、

他県からの転居が福島県を中心に6,300世帯（同

10％）となっており、震災に伴い転居し宮城県内

に居住している世帯の9割が県内での転居となっ

ている。なお、表出していないが、都道府県間の

転居状況をみると、震災に伴い宮城県内から県外

に転居した世帯は9,300世帯となっており、差引

き3,000世帯の転出超過となっている。 

図表3 宮城県の「居住世帯あり」の住宅の建築年

　　　別・建て方別住宅数(2009年以降)

　

注)2013年の数値は同年1月～9月の累計。
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図表4　宮城県の空き家数・空き家率の推移
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  一方、従前の居住形態別にみると、震災前に持ち

家に居住していた世帯は2万2,900世帯となっており、

このうち現在も持ち家に居住している世帯は6,900

世帯（構成比30％）、持ち家以外に居住している世

帯は1万5,900世帯（同70％）となっており、持ち家

に居住していた世帯の3分の2以上の世帯が持ち家以

外に居住している状況となっている。この要因とし

ては、①人手不足や資材価格の高騰、あるいは、い

わゆる不在地主の問題など現行の法制度の制約など

が足かせとなり、防災集団移転事業や土地区画整理

事業の進捗が遅延していること、②住宅用地に対す

る需要が高まり沿岸部を中心に土地の需給がタイト

化し地価が高騰していること、③震災前に持ち家に

居住していた高齢者の中には、特に、一人暮らしの

高齢者を中心に災害公営住宅への入居を希望する動

きがみられることなどが挙げられる。 

  また、震災前に借家に居住していた世帯は3万

900世帯、親・親族の家や下宿・寮など「その他」

の居住世帯は1万100世帯となっている。 

 

おわりに 

 以上のように、震災後の宮城県の住宅数の動向を

みると、震災による住家被害などを背景に住宅数の

伸びが鈍化する中、被災者の転居を主因として、借 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家を中心に居住世帯のある住宅が伸びを高めた一方、

賃貸用住宅を中心に空き家が大幅に減少するなど、

かなり大規模な変動がみられた。また、震災前に持

ち家に居住していた世帯の7割が持ち家以外に居住

しているなど、住宅再建の動きが道半ばにあること

が改めて示された。 

 2014年11月末現在における県内の防災集団移転事

業の進捗状況をみると、事業計画地区数196地区の

うち事業が完了した地区は44地区（進捗率22％）、

また、災害公営住宅整備事業については、整備計画

戸数1万5,526戸のうち整備が完了した住宅数は

2,141戸（同14％）となっている。事業完了までに

はなお相当の時間を要すると思われるが、2014年1

月末の進捗状況（前者：ゼロ地区・ゼロ％、後者：

322戸・2％）と比べるとここ1年で事業の進捗ペー

スがかなり上向いてきたことがうかがわれる。今後

も被災者の住宅再建がさらにペースアップしていく

ことを期待したい。一方で、住宅再建が進むに従い、

現在被災者が入居している借家を中心に空き家が大

量に生じる懸念がある。住宅再建への取組みは勿論

のこと、今後懸念される空き家対策についても、今

のうちから官民が知恵を出し合い、検討を進めるこ

とが肝要と思われる。 

（大川口 信一） 

 

図表5 震災により転居した世帯で現在宮城県内に居住している世帯の居住状況　　　　　　　　　 　 　（世帯）

総 数
現 在 の 居 住 形 態

持 ち 家 持 ち 家 以 外

転 居 世 帯 総 数 71,300 18,800 52,500

従 前 の

居 住 地

自 市 町 村 内 45,900 10,100 35,800

県 内 他 市 町 村 12,300 3,200 9,000

他 県 6,300 1,000 5,300

従 前 の

持 ち 家 22,900 6,900 15,900

従前の居

住 地

自 市 町 村 内 16,500 5,000 11,500

県 内 他 市 町 村 4,600 1,600 3,000

他 県 1,600 300 1,300

借 家 30,900 5,600 25,300

従前の居

住 地

自 市 町 村 内 22,700 3,900 18,800

居住形態 県 内 他 市 町 村 4,800 1,100 3,700

他 県 3,200 600 2,600

そ の 他 10,100 1,700 8,400

従前の居

住 地

自 市 町 村 内 5,900 1,100 4,800

県 内 他 市 町 村 2,700 500 2,300

他 県 1,500 100 1,400

注)総数には、従前の居住地が「不詳」および従前の居住形態が「不詳」を含むため、総数と内訳の合計が一致しない。
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